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序章

アジアにおけるリサイクル

―分析枠組み―

小 島　道 一

はじめに

　アジア地域のリサイクルへの関心が高まってきている。鉄，銅，石油等の

資源価格が高騰しており，再生資源の回収，リサイクルの経済性は高まって

いる。一方，廃棄物処理の分野では，処分場における火災による大気汚染，

ゴミの山の崩壊で死者が出る事件などを受けて，処分場の立地をめぐる住民

の反対運動が盛んになっている。処分場の立地難から，ゴミの減量化の必要

性が高まってきている（１）。リサイクル産業による水質汚濁や大気汚染と

いった問題も発生しており，これらを防止することも課題となっている。こ

のような状況を背景として，アジア各国政府も，リサイクルに関する取組み

を始めてきている。日本や韓国，台湾は，生産者にも何らかの責任を負わせ

る形でリサイクルを進める法的な枠組みをすでに作っている。フィリピンで

も，「固形廃棄物エコ管理法」が制定され，分別収集や集団回収などが推進さ

れている。また，中国やタイでも，リサイクル法制を整備しようという動き

が強まってきている。

　日本でもアジア地域のリサイクルに対する関心が高まってきている。その

背景には，日本からアジア地域，特に中国へのリサイクル目的での再生資源

の輸出が拡大していること，大手製造業を中心に，海外工場でのゼロ･エミッ



ションに向けた努力が始まっているが適切なリサイクル先が進出先で見つか

らないといった問題に直面していること等があげられる。欧米から，中国や

インドへの再生資源の輸出も増加しており，欧米でもアジア地域におけるリ

サイクルへの関心が高まっている。

　２００４年６月の�８サミットでは，小泉首相の提案により，３�イニシアティ

ブが採択され，国際的に３�（リデュース，リユース，リサイクル）を進めてい

くことが合意された。２００５年４月末には３�イニシアティブ閣僚会合，２００６

年３月には高級事務レベル会合が東京で開かれ，各国の経験の共有を図って

いくことの重要性等が確認された。これらの２つの会合には，�８諸国だけ

でなく，アジア諸国の閣僚や官僚が参加し，各国のリサイクル分野でのベス

ト・プラクティスが紹介され，どのように３�を進めていくべきかについて

議論された。２００６年１０月には，アジア３�推進会議が東京で開催され，食品

廃棄物，医療廃棄物，�������（電気電子機器廃棄物）の適正な処理・リサイ

クルについて活発な意見交換が行われた。しかし，これらの政府レベルの国

際会議では，これまでの取組みや今後の計画など，ともすれば表面的な議論

に終始しまいがちである。各国，あるいは，地方政府やリサイクルの現場が

抱えている問題の核心に迫る議論がなかなかできていない。

　３�には，リサイクルだけではなく，リデュースとリユースも含まれてい

るが，本書では，リサイクルに焦点をあてている。リデュースに関しては，

アジア諸国でも，韓国による使い捨て商品の無償提供を抑制する規制や，台

湾等で厚さが薄い使い捨てのプラスチック袋を禁止する試みが行われている。

また，リユースについても，途上国では，先進国に比べ中古市場の比重が高

く，しっかりとした分析を行っていく必要があるが，本書では，上記の国際

会議等でも議論が集中したリサイクルを主たる考察対象としている（２）。た

だし，リサイクルとの関連のなかで，自動車や家電のリユースについて触れ

ている。

　本章では，アジア各国のリサイクル分野の取組みを概観したうえで，これ

までの先行研究をふまえながら，アジア地域のリサイクルの状況を検討する
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本書全体の分析枠組みを提示する。第１節では，まず，アジア諸国のリサイ

クル分野の政策について概観する。第２節では，アジア地域のリサイクルに

関する先行研究を紹介し，第３節で本書の分析枠組みを提示する。第４節で

は本書の構成について紹介する。

第１節　アジア諸国のリサイクル政策

　アジア諸国では，さまざまな形で，リサイクルにかかわる政策を導入して

きている。本節では，アジア各国のリサイクルにかかわる政策を紹介するこ

とで，各国の政府レベルでのリサイクルに対する関心と取組みのレベルを示

したい（表１参照）。

　いち早くリサイクルを推進するための法制度を整え，さらにリデュースや

リユースに取り組んでいる国・地域としては韓国と台湾がある。韓国では，

「資源節約と再活用促進に関する法律」が１９９２年に制定され，この法律の改正

を繰り返すなかで，３�に関連をした制度構築が進んできている。具体的には，

処理困難物の量的な削減および処理費用を生産者が負担をする「製品負担金

制度」，デポジット・リファンド（３）の仕組みで回収を容易にする「預置金制

度」，生産者にリサイクルを行わせていく「生産者責任制度」，ホテルやレス

トランでの使い捨て製品の無償提供の規制など，廃棄物量の削減を目的とし

た「一回用品使用規制」等である。台湾では，１９９７年の「廃棄物清理法」の

改正以降，リサイクルの制度化が進んでいる。また，屋台での発泡スチロー

ル容器の使用規制なども行われている。２００２年には資源回収再利用法も制定

されている。

　フィリピンでは，「固体廃棄物エコ管理法」が２００１年に成立し，バランガイ

（フィリピンの最小行政単位）などで分別への取組みを行わなければならないと

定められた。マテリアル・リカバリー・ファシリティーと呼ばれる集団回収

の拠点が整備されてきている（第４章小島論文参照）。
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表１　アジア諸国における政府

国名 法律・計画などでのリサイクルの位置づけ プログラムなど

「資源節約と再活用促進に関する法律」1992

年制定：「資源の効率的な利用および廃棄物

の発生抑制，資源の節約および再活用促進を

通じて環境を保全し，持続的な経済発展およ

び国民福祉向上に寄与すること」が目的。

1995, 97, 99, 2001, 04年と改正が行われてい

る。

左記の法律に基づき，製品負担金制

度（殺虫剤容器，化粧品容器，電池

など），預置金制度，生産者責任制

度（紙・ガラスなどの包装，タイヤ，

潤滑油，電機製品，蛍光灯），一回

用品使用規制などが導入されてきて

いる。

韓国

「固体廃物環境汚染防治法」1995年制定：固

体廃棄物の発生量を抑えること，固体廃棄物

の合理的利用を図ることがうたわれている。

2005 年に施行された改正後の法では「循環

経済発展の促進」についても言及。

1994年から，リサイクルを行ってい

る企業への税の減免などを実施。輸

入廃棄物を主に扱うリサイクル工業

団地も建設。

中国

「廃棄物清理法」の1997年の改正で「資源回

収管理基金委員会（基管会）」を環境保護署

の下に設置した。「資源回収再利用法」2002

年制定：廃棄物を減らし，リサイクルとリユ

ースを促進することがうたわれている。

「基管会制度」：生産者が，処理・リ

サイクル費用をあらかじめ環境保護

署管轄の基管会に支払い，基管会か

らリサイクル活動を行った業者等に

お金が支払われる（対象品目は，廃

乾電池，廃タイヤ，廃鉛蓄電池，廃

プラ，家電4品目，パソコン等）。

台湾

「固形廃棄物エコ管理法」2001年成立 : 価値

のある資源の利用を最大化し，省資源とリカ

バリーを促進すること，コンポスト，リサイ

クル，リユースなどを通じて廃棄物を減少さ

せるガイドラインや目標を作ることなどが定

められている。

すべてのバランガイなど地方行政が

分別・リサイクルなど行うことが義

務づけられている。しかし，十分な

予算を割くことができないことなど

から，一部の市・バランガイが取り

組んでいるにすぎない。エコラベルも，

あまり活用されていない。

フィ

リピ

ン

「国家環境質向上保全政策・計画（1997-2016）」

（1996年 11月に内閣で承認）：廃棄物の発生

率を１人１日1キログラム以下にすることを

目標に掲げ，リサイクルと再利用を促進する

ことをうたっている。

タイの工業省に“Waste Utilization 
Data Center”を設置。ドイツ技術協
力公社（GTZ）が ピサヌルーク市の
リサイクルを通じたゴミの減量など

に協力し，また，その経験をタイ国

内に広めるプロジェクトを実施。

タイ



　中国は，１９８０年代，１９９０年代の経済の改革・開放の流れのなかで，リサイ

クル産業の構造変化がおこり，公営のリサイクルから民間主体のリサイクル

へと変化してきている。リサイクル産業への税の減免も１９９４年から実施して

いる。２００５年４月１日から施行された改正固体廃物環境汚染防治法では，廃

　序章　アジアにおけるリサイクル　7

2002 年に持続可能な開発に関する世界首脳

会議（WSSD）で発表した“Singapore Green 
Plan 2012”のなかで，2001年には44%のリ
サイクル率を，2012 年までに 60%に引き上

げることを目標として掲げている。

家庭を対象に全国リサイクリング・

プログラムを2001年から開始。学校，

工場に対してもリサイクリング・プ

ログラムへの参加を呼びかけ，ホー

ムページで３Ｒに結びつく方法を紹介。

拡大生産者責任の適用も模索している。

シン

ガポ

ール

1997年に発表された“Agenda 21-Indonesia”
のなかでは，廃棄物管理の章で，廃棄物の最

小化と，リユース，リサイクルやコンポスト

化など資源の循環的な利用を最大化する必要

がうたわれている。

技術評価・応用庁が，コンポスト化

やプラスチックのリサイクルを研究，

研修を実施。GTZの援助で，環境省

のなかに，クリーナー・プロダクシ

ョン・センターが作られている。

2006 年 12 月に，Reduce-Reuse-
Recycle Programが開始され，パイ
ロット・プロジェクトとして，バン

ドンに生ゴミ処理機が設置された。

イン

ドネ

シア

2004年に発表された“Vietnam’s Agenda 21”
のなかで，クリーンな産業化を図ること，リ

サイクルの実施，家庭での分別の実施などが

盛り込まれている。2005 年に改正された環

境保護法では，容器包装，電気電子機器廃棄

物等の回収について生産者等に責任を負わせ

る方針が盛り込まれている。

ハノイ工科大学にクリーナー・プロ

ダクション・センターが設置され，

企業への技術指導などを行っている。

既存の小規模リサイクル工場を，工

業団地に集約し環境対策を進めよう

としている。

ベト

ナム

（出所）各国の環境省のホームページや参考文献に掲げている資料，現地調査時のヒアリングな

どを基に筆者作成。

国名 法律・計画などでのリサイクルの位置づけ プログラムなど

“The Third Outline Perspective Plan（2001-
2010）”の環境について述べている節のなかで，

ゼロ・エミッション技術の利用を促進し，エ

ネルギー消費の削減，廃棄物を新しい素材と

して再利用・再生（regeneration）すること
を図っていくと述べられている。

全国リサイクリング・プログラム

（2000 年 12 月から）：住宅・地方行

政省，95の地方政府が参加。目的は，

３Ｒを通して廃棄物量を削減。JICA

の協力で，「固形廃棄物減量化」の

マスタープランが作成された。

マレ

ーシ

ア

レベルのリサイクルへの取組み



船，廃自動車，廃家電のリサイクルについては環境汚染を防ぐ措置をとらな

ければならないとの条項が盛り込まれている。また，家電リサイクルでは，

すでに杭州市などで回収・リサイクルのモデル作りが始まっている（くわし

くは，第６章吉田論文参照）。

　ベトナムでも２００５年に改正され，２００６年７月に施行された環境保護法のな

かで，容器包装や電気電子機器廃棄物について生産者等に回収を行わせる条

項が盛り込まれており，今後，制度構築が具体的に検討されると考えられる。

　タイ，マレーシア，シンガポールは，リサイクルを正面から掲げた法律は

制定されていないものの，国家レベルの各種計画などのなかで，リサイクル

についての言及がされており，重要性は認識されているといえる。タイやシ

ンガポールでは，長期計画のなかで具体的な数値目標も掲げられている。タ

イでは，廃棄物の発生量を１人あたり１日１キログラムに抑えること，シン

ガポールでは，現在４４％のリサイクル率を２０１２年までに６０％にまで引き上げ

るという目標を掲げている。

　インドネシアでは，アジェンダ２１のなかでリサイクルへの取組みに触れ，

実際にもいくつかのプロジェクトが実施されている。全国的な３�プログラ

ムの展開が計画されており，２００６年１２月には，バンドンでパイロット・プロ

ジェクトが開始された。市場への生ゴミ処理機の設置などが行われた（４）。

　各国の制度構築の度合いは異なるが，今後，リサイクル分野での取組みを

拡大していく方向が示されている。

第２節　アジアにおけるリサイクルに関する先行研究

　アジア各国では，政府レベルでのリサイクルに関する取組みが始まってき

ているが，リサイクルに関する研究についても少しずつ広がりが出てきてい

る。

　比較的，先行研究が蓄積されているテーマとしては，ゴミ拾いを生業とし
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ている人々（ウェイスト・ピッカー）があげられる。ウェイスト・ピッカーは，

資源回収の最初の担い手であるが，発展途上国の都市貧困層の代表ともいえ

る。これまで，貧困層に関する研究のなかで，研究が蓄積されてきた。例え

ば，中西［１９９１��１３９�１４９］は，都市インフォーマル部門の実態の一部として

廃品回収人と仕切り場経営者のパトロン�クライアント関係を明らかにして

いる。山口［２００３］は，北京の廃品回収業に従事している地方出身者の就業

構造を明らかにしている。また，�����������	
［２００６］は，デリーでの調査

をもとに，ウェイスト･ピッカーによる再生資源の回収により，ウェイスト･

ピッカー自身よりも廃棄物の排出者が収入を得ていること，行政の廃棄物処

分費用の削減につながっていることを示している。

　リサイクルを進める観点から，先進国では，ゴミの排出の段階での分別が

進められている。途上国でも，地方政府レベルで，あるいは，特定のコミュ

ニティーで分別収集や集団回収が試みられている。近藤ほか［２００４］は，����

がマニラおよびビエンチャンで実施したコミュニティー・ベースでの分別・

集団回収プログラムの結果を検討し，プログラムを継続的に行っていくため

には，住民参加による意思決定が重要であるとしている。しかし，分別収集

あるいは集団回収の実施は，ウェイスト･ピッカーの生活基盤を損なうことに

もなりかねない。リサイクルを進め，適正な廃棄物処理を進める観点から，

ウェイスト･ピッカーを廃棄物処理の制度のなかに位置づけるべきとの提言

がされてきている。�������［１９８９］は，インドネシアでの調査をもとに小規

模の再生資源の処理プロセスを導入し，ウェイスト・ピッカーの所得向上を

図り，リサイクルを進めることを提案している。一方，������［１９９７］は，

健康影響等を考慮すると分別を進めるべきであることを指摘している。

　分別収集を進めるかどうかを含め，地方政府や���による取組みの経験を

共有しようという試みが国際機関等で進められている（例えば，�������

［１９９４］，��������	［１９９７］，���������	
��［２００６］など）。各地域の廃棄物

管理のなかで，リサイクルを適切に位置づけることの必要性が指摘されてい

る。
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　地方政府や���が実施している分別収集，集団回収等のリサイクル・プロ

グラムに対して，どのような人々が参加しているのかを分析し，リサイクル・

プログラムを設計する段階の参考しようという研究も行われている。例えば，

�����������	�
����［２００６］は，ペナンで行われているリサイクル・プログ

ラムへ住民が参加しているかどうかを計量経済学の手法を用いて分析してい

る。性差や集団回収場所までの距離は，参加しているかどうかに影響を与え

ていなかった一方，環境への意識の高い人々，２５歳から３５歳の年齢層がリサ

イクル・プログラムに参加する傾向が見出されている。

　リサイクルは，住民が分別を行ったり，ウェイスト・ピッカーが再生資源

を廃棄物からより分けたりしただけでは完結しない。それらの再生資源を集

め，マテリアル・リサイクルを行う工場で，再生素材が作られ，それを原料

として製品が作られ，消費者の手に商品として渡ることで初めて完結する。

リサイクルの仕組みを理解するためには，ウェイスト・ピッカー以外のさま

ざまなアクターの役割を明らかにすることが必要となる。���［２００１］は，

ハノイで発生した廃棄物から再生資源がインフォーマルな形で回収され，ハ

ノイ近郊のいくつかのリサイクル村に運ばれ，マテリアル・リサイクルされ

ることを明らかにしている。そのうえで，ハノイの廃棄物管理を向上させる

ために，インフォーマル部門を公的部門が支援する必要があると指摘してい

る。佐々木［２００４］は，バンコクを対象に都市ゴミの処理・リサイクルにど

のようなアクターが関与しているかを明らかにしている。

　リサイクルにかかわるアクターは，再生資源が発生した国以外の国にも存

在している。いったん回収された資源は，その国のなかで再生利用されるだ

けではなく，何らかの中間処理をされた後，他国へと渡り，リサイクルされ

る場合も少なくないのである。アジア地域では，再生資源の貿易が盛んに

なってきているが，再生資源の貿易の抱えている問題に関しては，小島編

［２００５］，小島［２００６］がくわしい。再生資源の輸出先で汚染の問題が発生し

ていること，有害廃棄物については規制のうえでは貿易規制が厳しく，適切

にリサイクルできる場合でも越境移動の手続きに時間がかかっている反面，
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規制の執行が不十分で有害廃棄物も他の名目で貿易されている可能性がある

ことを指摘している。

　経済発展にともない，賃金が高くなるにしたがって，ウェイスト･ピッカー

は減少し，従来のリサイクルの仕組みが機能しなくなってくる。市場に任せ

ておいても，自律的（オートノマス）にはリサイクルが進まない事態になるの

である。再生資源の回収の仕組みを再構築する必要が生まれてくる（細田

［１９９９］，������［２００１］）。このような状況に対応するため，第１節で述べたよ

うに日本や韓国，台湾では，すでに，さまざまなリサイクル関連法を整備し

てきている。それらの制度では，製品の生産者にリサイクルに関する責任の

一端を負わせる拡大生産者責任（���）の考え方が適用されている。日本，

韓国，台湾の制度の紹介や比較，���の観点から見た制度設計の批判的検討

が行われている（外川・村上［２００３］，村上［２００５］等）。また，このような国

の取組みを受け，中国等でも���の適用を模索する動きが出てきている。

　産業廃棄物に関する研究は，産業発生に廃棄物の発生抑制・リサイクルと

いった観点から，事例の紹介等が行われている。例えば，アジア生産性機構

（���［２０００］）は，アジア１４ヶ国での事例研究を集め，廃棄物減量化への障

害となっている点をあげ，リサイクルに関する教育の充実，公共部門でのリ

サイクル製品の積極的な使用等，政府や製造業への提言をまとめている。

　家庭から回収された再生資源および産業由来の再生資源は，天然資源から

製造された素材と代替的な素材にする必要がある。この過程を担っているマ

テリアル・リサイクル業者では，水質汚濁や大気汚染の問題が発生する場合

がある。小島［２００２］は，フィリピン，インドネシア，インドの鉛リサイク

ル産業の状況をまとめている。日本でも，１９７０年前後に鉛リサイクルの公害

対策が進んでおり，このような日本の経験を途上国に伝えることの必要性を

指摘している。アジア途上国におけるリサイクル法制の導入への動きの背景

には，インフォーマルな形で汚染を引き起こしながら行われているリサイク

ルを，環境対策をともなうフォーマルなシステムに改変する意図もあると考

えられる。
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　以上のようにこれまでのアジア地域におけるリサイクルに関する研究では，

ウェイスト・ピッカーに関するそれが途上国の貧困とのかかわりのなかで

ウェイスト・ピッカーに焦点をあてているものが多い。また，地方政府の取

組みについても，ある程度まとめられてきている。その他のアクターに関し

ての分析も行われているが，まだまだ不十分である。また，全体のリサイク

ルのプロセスの一部に焦点をあてたものが多く，包括的にリサイクルの仕組

みを捉える試みはほとんどない。

第３節　本書の分析枠組み

　前節で述べたようにリサイクルには，多様なアクターがかかわっている。

生産者や消費者といった廃棄物・再生資源の排出者，発生した廃棄物を収集・

運搬する業者，解体・破砕・洗浄・分別・減容等を行う中間処理業者，再生

資源を生産原料にまでするマテリアル・リサイクル業者といったアクターに

分けることができる。これらのアクターは，国や地域，対象物によってもそ

の役割が微妙に異なっている部分があるし，また，自治体，���，民間企業

といった組織の属性も国によって異なっている。ここでは，議論を単純化す

るため，排出者（生産者，消費者），収集・運搬業者，中間処理業者，マテリ

アル・リサイクル業者の４分類としておく（図１参照）。

　各国の国内のリサイクルの状況は，モノ・素材によっても異なる。同じ国

のなかでも産業が集積している地域とそこから遠く離れた地域では回収され

ているモノも異なってくる。その理由はさまざまである。排出者による分別

の有無，収集運搬業の効率性（破砕機や減容機などの中間処理設備の導入により

効率の改善が可能），マテリアル・リサイクル産業の効率性（歩留まりを含む），

天然資源の価格との競合などさまざまな要因が考えられる。個別の品目がな

ぜリサイクルされているのか，あるいは，なぜリサイクルされていないかは，

さまざまなアクターそれぞれが抱えている問題やアクター間の関係について
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検討することで初めて明らかにできる（図２参照）。

　廃棄物の排出者があるモノを再生資源として分別するかどうかは，それが

売却できるかどうか，廃棄物と再生資源を分けて収集する仕組みができてい

るかどうかに依存する。再生資源の収集業者は，集めた資源が中間処理業者

やマテリアル・リサイクルを行う業者に売却し利益をあげられるかどうかに

よって再生資源として回収するかどうかを決める。中間処理業者は，需要が

十分にあるか，破砕機や減容機などに投資しているかどうか，その投資を行

うだけの再生資源が集まるかどうか等によって，再生資源として取り扱うか

どうかが決まる。マテリアル・リサイクル業者にとっても，再生資源から作っ

た再生原料を生産者が原料として利用してくれるかどうか，再生資源が十分

に集まるかによってビジネスが成り立つかどうかが決まる。このように，そ

れぞれのアクターの行動は，他のアクターの行動と相互に影響しあっている。

　したがって，あるアクターの効率化により，リサイクルのシステムが全体

としてまわるようになる可能性がある。例えば，マテリアル・リサイクル部

門での限界費用を低下させるような技術の導入は，再生資源の買取価格を上

げる可能性がある。収集・運搬業者が破砕機や減容機に投資し，中間処理を

してから運搬すれば，運搬コストを削減でき，再生資源をより遠くの工場に

納入できるようになるかもしれない。アクター間の相互作用を踏まえて，リ

サイクル・システムの把握を行う必要がある。あるアクターの変化は，他の

アクターの行動にも影響を与えており，ひとつのアクターだけを見ているだ

けでは，リサイクルのシステム全体の問題が見えてこない。リサイクルを促

進するためには，リサイクル・システムのうち，どのアクターがどのような

理由で障害となっているかを適切に分析する必要がある。

　先進国と途上国では，リサイクル・システムの障害の現れ方が異なると考

えられる点がいくつかある。例えば，輸送コストについては，インフラの整

備が進んでいるかどうかによっても大きく左右される。また，賃金が高くな

るにつれて，付加価値の高い製品の製造が多くなり，原料についても質が求

められるようになる。再生原料の質を高める費用がかさむと，天然資源を利
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用した原料の方が競争力を持つことになる。一方，途上国では，素材の質が

若干劣ったとしても，価格の安い製品の需要があるため，エコラベルなどが

なくても，再生素材が使われた質の低い商品が低価格で消費されている。

　また，リサイクルにともない，さまざまな社会的問題が発生している。発

展途上国では廃棄物の収集者が，回収した廃棄物から再生資源を分別し，ジャ

ンク・ショップ（再生資源を買い取る業者）に売却することが一般的に行われ

ているが，このような行為は収集効率の低下につながると考えられている

（��������	
��
���［１９８５��１１）。さらに，リサイクル産業はしばしば，環境汚染を

引き起こす。収集や解体の仕事を児童労働が担っている場合も少なくない。

リサイクルのための再生資源の回収が，貧困家庭にとっては貴重な現金収入

を得られる機会となっている場合も少なくない。リサイクルを進めるなかで，

公害問題や児童労働，貧困の問題にも配慮していく必要がある（図３参照）。

　日本や韓国，台湾では，市場に任せておくだけではリサイクルが進まない

再生資源をリサイクルさせるため，あるいは，リサイクルの過程で発生する

　序章　アジアにおけるリサイクル　15
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汚染を抑制するために，リサイクルに関する新たな制度設計を行ってきた。

リサイクルに関連した費用負担のあり方を見直し，各アクターの責任を明確

にすることで，リサイクル・システムの再構築を図ってきたといえる。

　また，日本や台湾ではリサイクル産業が急速な経済成長により増大する資

源需要の一端を埋め，経済発展の担い手の一部となっていたと考えられる。

急成長を続けている中国の資源需要の増大も，一部は再生資源で埋められて

いる。経済発展の状況と関連づけながら，リサイクル産業の発展状況の歴史

的な検討も行う必要がある。

　前節で紹介したこれまでのアジアにおけるリサイクルに関する研究の多く

は，さまざまなアクターの一部を評価・検討の対象としているものが多く，

リサイクル・システムを理解するためには十分ではない。また，多様なアク

ターを取り上げている���［２００１］や佐々木［２００４］は，ハノイやバンコク

といった特定の地域を対象としている。

　本書は，リサイクルをさまざまざまのアクターの関与しているシステムと

してとらえ，アクター間の関係性，経済発展段階の違い，地域差や品目によ

る違いに着目しながら，リサイクル・システムを総合的にとらえなおそうと

いうものである。

第４節　本書の構成�

　第３節で述べたように，本書全体では，アジア各国のリサイクル・システ

ムを包括的にとらえることを狙っている。しかし，ひとつひとつの章で，す

べての国，すべてのモノを対象に分析することは難しい。各章では，さまざ

まな角度からリサイクル・システムの一部を切り取り，議論を行っている。

　第�部（第１章～第３章）は，歴史的な側面およびアクターに着目した研究

である。

　第１章（藤井・平川論文）では，日本での再生資源回収業の盛衰，分別収集
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の導入の経緯を明らかにし，タイでの分別収集導入の試みと比較しながら，

途上国への日本の分別収集の経験の移転可能性を検討している。政府主導に

よる分別収集の導入以外に，タイのピサヌルーク市のジャンク・ショップ主

導で展開している分別回収プログラムについて，既得権益にしばられた地方

政府以外のアクターがシステムの変化をもたらす可能性についても指摘して

いる。

　第２章（寺尾論文）は，台湾を対象として，船舶解体が鉄鋼生産の原料を

供給したこと，船舶解体から発生する非鉄金属等のリサイクルから廃五金リ

サイクル業が成長してきたこと，また，船舶解体業者が船舶の調度品を利用

してホテル業へ進出していること等を紹介し，船舶解体が他産業の発展につ

ながったことを明らかにしている。

　第３章（三宅・チョウドリ論文）では，バングラデシュを対象として，古紙

等のリサイクルの全般的な状況と，再生資源の収集を生活の糧としているト

カイと呼ばれる子供たちに焦点をあてている。産業が十分に発達しておらず，

所得が低い状況下でのマテリアル・リサイクル業者やウェイスト・ピッカー

の抱えている問題を明らかにしている。

　第�部（第４章～第６章）では，各国のリサイクルにかかわる制度に焦点を

あて，規制の歴史的な展開を含め，現状の課題を明らかにしている。

　第４章（小島論文）は，フィリピンを対象として，リサイクルに関する法

的な枠組み，ジャンク・ショップやマテリアル・リサイクラー等の状況につ

いて紹介し，全国的な回収システムが構築されないうちに，マテリアル・リ

サイクル産業の生産が落ち，集められた資源が輸出されている実態を明らか

にしている。

　第５章（佐々木論文）では，タイの産業廃棄物に焦点をあて，公害規制局，

工場局による産業廃棄物にかかわる規制の変遷をレビューし，規制の緩和に

より，リサイクル産業への進出が行っていることを明らかにしている。また，

日系企業のリサイクル分野での先駆的な取組みも評価できるとしている。

　第６章（吉田論文）は，中国における自動車と�������（電気電子機器廃棄物）
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のリサイクル制度構築に向けた近年の取組みについて検討している。自動車

については，改革開放前からの取組みの延長線上で新たな制度構築が進もう

としている一方，家電については，まったく新しい仕組みが導入されようと

している。

　第�部（第７章～第９章）では，リサイクルにかかわる制度の国際比較を行っ

ている。

　第７章（外川論文）は，自動車リサイクルを対象に，アジア地域の状況を

概観している。日本の経験を基に，自動車リサイクルに関する制度構築の背

景として，放置自動車の問題，シュレッダーダストの問題等があることを示

し，韓国，台湾，ニュージーランドで同様の問題が発生しているか，どのよ

うなリサイクル・システムが構築されているかを検討している。

　第８章（村上・鄭・小島論文）は，日本，韓国，台湾における�������のリ

サイクル制度について比較している。どの国も，製品の生産者にリサイクル

にかかわる責任を負わせる���の原則を採用しているが，生産者への責任の

負わせ方は異なっている。制度設計の違いは，それぞれの制度が抱えている

問題と結びついている。

　他のアジア諸国でも，���の原則を適用する動きが出てきている。第９章

（小島・吉田・佐々木論文）は，すでに���を盛り込んだ法案が発表されている

中国とタイの制度設計の共通点を明らかにし，発展途上国で���を適用した

場合に発生すると考えられる問題を明らかにしている。

　終章（小島論文）では，各章の議論を踏まえつつ，全体を総括しつつ，ア

ジア地域におけるリサイクルの特徴と課題を経済発展の水準に応じてまとめ，

課題に対応するためのリサイクル・システムのフォーマル化（���の適用等）に

ついて議論する。また，再生資源の輸出入をどのように考えるかについて，

輸出国と輸入国に分けて検討する。

　第１章，第３章の第３節，第４節は，一般廃棄物の自治体による収集およ

びウェイスト･ピッカーに焦点をあてている。解体やマテリアル・リサイクル

業者の問題については，第２章から第７章で議論している。第６章から第９
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章は，自動車および�������に焦点をあてている。どちらも，さまざまな素材

が使われており，リサイクルには，多くのマテリアル・リサイクル業者の関

与が必要となる。また，解体・リサイクルの過程で汚染の問題が生じやすい

製品であり，���の原則が適用されたり，適用が検討されたりしている品目

である。

　各章は，リサイクル・システムの一部を取り上げているが，全体としてさ

まざまなアクターを取り上げ検討することで，リサイクル・システムを評価

し，何が問題なのか，どのような対策があるのかを本書全体で検討している。

おわりに

　２００５年４月の３�イニシアティブ閣僚会合で，日本政府は「３�を通じた循

環型社会の構築を国際的に推進するための日本の行動計画」（通称ゴミゼロ国

際化行動計画）を発表した。３�の分野で発展途上国への支援を行っていくこ

と，「東アジア循環型社会ビジョン」を２０１２年までに策定すること等の方針が

打ち出されている。実際にリサイクル分野で国際協力やビジョンの策定を進

めるにあたっては，アジア諸国のリサイクルを含めた３�の現状把握が十分

になされる必要がある。

　これまで，リサイクルは国際協力の一分野としては確立してこなかった。

ゴミの分別収集が廃棄物処理計画の作成と関連したパイロット・プロジェク

トとして行われたり，クリーナープロダクションに関する協力のなかで工場

発生廃棄物の再資源化が行われたりするなど，他の協力分野の一部でリサイ

クルに関する協力が行われる程度であった。廃棄物処理から見たリサイクル

は発生源に近いところでの対策にすぎなかった。開発経済学においては，貧

困層の一部を構成しているウェイス・ピッカーに焦点をあてた研究が多いと

いえる。

　しかし，第３節で見たように，リサイクルにかかわるアクターは多様であ

　序章　アジアにおけるリサイクル　19



り，あるモノがリサイクルされるか，されないかは，発生者による分別だけ

で決まるわけではない。収集や運搬の効率，マテリアル・リサイクル業者の

効率性も重要な要素となっている。また，リサイクル産業からの汚染の問題

など，対策を進めるべき社会的な問題もある。リサイクルの仕組み全体を視

野に入れ，これらの問題点を探り，対策を考える必要がある。

　本書が，今後進展すると考えられるリサイクル分野の協力の一助となれば

と考えている。

〔注〕―――――――――――――――

�　ゴミの埋立量を減少させるためには，焼却もひとつの選択肢であるが，日本

や韓国，台湾，中国の大都市，シンガポールなど，所得が比較的高く，財政的

にゆとりのあるところでしか利用されていない。ダイオキシンの排出など汚

染対策や廃棄物のカロリーが低い場合の補助燃料に費用がかかることから，焼

却は発展途上国ではあまり行われていない。

�　リデュースやリユースが，アジア途上国で問題となっていないわけではない。

プラスチック袋については，いくつかの地域で無償配布の禁止を行っている。

また，駅弁などにプラスチック容器の使用を禁止している場合もある。廃棄物

の回収が十分に行えないため，プラスチックが環境中に散乱するのを防ぐ手段

といえる。また，中古品の輸入は，さまざまな国で制限されており，国際的な

リユースについては関心が寄せられている。リデュース，リユースについても

アジア各国の取組みをレビューする必要がある。今後，取り組むべき研究課題

のひとつと思われる。

�　消費者が製品の購入時に，一定額を払い，容器，製品などの廃棄時に回収拠

点で払い戻してもらう仕組み。
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